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研究動向・成果 
 

表層舗設直後の 

アスファルト混合物層間の 

せん断強度 
(研究期間：平成30年度) 

空港研究部 空港施設研究室     坪川 将丈    河村 直哉 

（キーワード）  空港、アスファルト舗装、せん断強度 

 

１．はじめに 

空港の滑走路のアスファルト舗装では、層間剥離

が確認される場合がある。層間剥離は経年劣化によ

り発生する場合もあるが、切削オーバーレイ工事の

施工直後に何らかの原因により確認される場合もあ

る。空港における切削オーバーレイ工事は、深夜か

ら早朝に実施され、工事終了後の早朝から供用され

ることがほとんどであるが、仮に、舗設直後におい

て表層－基層間の層間付着強度が十分に発現してい

ない場合、舗設直後に航空機が走行することにより、

層間の接着が失われる可能性がある。しかしながら、

舗設直後の層間付着強度が計測された事例はない。 

そこで、舗設直後の層間付着強度を確認すること

を目的とし、室内においてアスファルト乳剤（以下、

乳剤）の種類や供試体養生温度を変化させて作成し

たアスファルト混合物供試体に対し、せん断強度を

計測した1)ので報告する。 

 

２．室内試験結果 

幅100mm×長さ100mm×高さ50mmの型枠内に基層

混合物を投入し、ローラーコンパクタで締め固め、

室温まで冷却させた後、型枠から高さ50mmの基層ブ

ロックを取り出す。次に、基層表面へ乳剤を塗布し

た後、基層上において基層と同様の方法で表層ブロ

ックを舗設する。この手順により、基層厚50mm，表

層厚50mmの供試体を作成する。最後に、供試体の基

層ブロック側を固定し、載荷速度1mm/分により表層

ブロック側を押すことによるせん断試験を実施した。 

供試体の作成では、基層ブロック舗設後の養生及

び乳剤塗布後の養生の温度を5℃・23℃とし、乳剤及

び養生時間はPK-4（30分養生）、PKM-T（30分養生）、

PKM-T＋分解促進剤（10分養生。以下、PKM-T分解促

進）とした。なお、せん断試験は供試体養生温度に

よらず23℃で実施した。 

図に供試体養生温度5℃におけるせん断強度を示

す。ばらつきはあるものの、表層舗設からの時間が

経過しても、せん断強度に大きな変化はないと考え

られる。この傾向は供試体養生温度を23℃としても

同様であった。 

以上のことから、せん断強度は、舗設直後の場合

と、舗設から時間が経過した場合とで大差はないと

考えられる。 

 

 

図 供試体養生温度5℃におけるせん断強度 

 

1) 坪川・河村・伊豆：表層舗設直後のアスファルト混合

物層間のせん断強度、土木学会第74回年次学術講演会、

2019 

http://www.ysk.nilim.go.jp/kakubu/kukou/sisetu/

pdf/201909a.pdf 
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プロットは試験値，線は平均値
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１．はじめに 

国土交通省においては、i-Constructionにおける

「ICTの全面的な活用」の取り組みの貫徹を図るべく

「ICTの全面的な活用の推進に関する実施方針」に基

づき、直轄事業等でICT活用工事を実施している。 

国土技術政策総合研究所においては、ICT活用工事

の一層の普及促進のため、対象工種・適用技術の拡

大や現場作業への適用性向上に向けた研究を行って

いる。同時に、民間企業等が有する施工・計測等に

関する技術を出来形管理等に速やかに反映するため

に国土交通本省が令和元年度より開始した「民間か

らの基準類提案制度」において、国としての要領・

基準化に必要な技術確認、検証などの研究を実施し

ている。 

本稿においては、上記取組みの概要について紹介

する。 

２．研究の概要 

 (1) ICT活用工事の対象工種・適用技術の拡大 

平成28年度から土工においてスタートしたICT活

用工事等を契機に、近年、施工機械の位置や施工情

報から設計値（３次元設計データ）との差分を算出

してオペレータに提供し、施工機械の操作をサポー

トする技術（マシンガイダンス）や、設計値（３次

元設計データ）に従って機械をリアルタイムに自動

制御し施工を行う技術（マシンコントロール）を搭

載した建設機械の普及・開発が進んでいる。同時に、

出来形等の計測に用いる機器の性能向上が進み、計

測条件・要求精度等が異なる浚渫工や法面工など

様々な工種への対応が可能となっている。また、出

来形計測結果を帳票化可能なソフトウェアについて

も、ICT活用工事の工種等の拡大に応じた適時の対応

が可能な体制が整えられつつある。 

国総研においては、国土交通本省と連携しつつ、

こうした情報を、民間団体等から収集した上で、生

産性の向上、工期の短縮、既存技術での対応可能性

等の要素を考慮しながら、ICT活用工事の適用範囲の

拡大対象を定め、拡大のための検討として、現場で

の計測（従来管理との比較）、ヒアリングによる生

産性向上効果等の把握などの研究を進めている。今

後も、同様のプロセスにより、適用範囲の更なる拡

大を進めていく予定である（図-1 参照）。 

図-1 ICT活用工事工種拡大のロードマップ 

 (2) ICT活用工事の工種・適用拡大後のフォローア

ップ 

過年度にICT活用工事による出来形管理の基準類

を整備・改正した工種を対象に、「新たな出来形管

理手法」と「従来手法（管理断面における出来形管

理）による出来形管理手法」双方について、計測デ

ータを収集、分析するとともに、それぞれの現場に

おける受発注者へのヒアリングを行い、生産性の向

上等に関する情報収集を行っている。 
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その結果をもとに、「新たな出来形管理手法」と

「従来手法」との比較等により、「新たな出来形管

理手法」が「従来手法」に比べ生産性の向上、維持

管理への活用、完成物の出来映えなどの観点で、優

れた点、劣った点などの結果を整理し、その結果を

踏まえ、それぞれの工種における出来形管理の課題

をとりまとめるとともに、課題への対応案を検討し

ている。 

国総研では、上記の取組を継続的に実施し、必要

に応じ、基準類の改正等へ反映している。 

(3) 民間等からの提案に基づく出来形管理等基準類 

の案作成支援 

令和元年度より、「産学官連携による基準作成の

取組み」として、民間等から基準類提案の募集を行

っている。基準類は、以下の①～③の区分により提

案を受けることとしており、令和元年9月に募集を

開始した。（図-2 参照） 

① 新たなICTを活用する提案（新技術） 

・既存のICT活用工種に、新たなICTを活用できる

ようにする基準類 

・新たな工種に、新たにICTを活用できるように

する基準類 

② 既存のICTの活用の対象を広げる提案（適用拡

大) 

・新たな工種に、既存のICT技術を活用できるよ

うにする基準類 

③ 既存の基準類の改定（カイゼン）を提案（改

善） 

・ICTを効率的に活用するために、既存の基準類

を改定（カイゼン）する基準類 
 

本募集に対し、延べ22件の提案が業界団体から提

出された（表-1に一部について概要を記載）。提案

を踏まえ、それぞれの提案者に対し、ヒアリングを

行い、必要に応じ、国土交通本省と国総研との協力

の下、提案の有効性、妥当性に関する検証を行うこ

ととしている。 

 検証の結果を踏まえ、検証等が終了したものにつ

いては、令和元年度内に要領化を予定している。 

図-2 民間等からの提案に基づく基準類作成の仕組み 

 

表-1 民間等提案（うち基準類に関するもの）の概要 

 

３．今後の研究について 

今年度までの成果を踏まえ、次年度以降、さらに

対象工種等を拡大するとともに、フォローアップを

実施し、より生産性向上等に資する基準類となるよ

う、取り組みを継続する予定である。 

適用　ICT 工種
等

区分 提案の概要

土工 改善

・標定点の設置緩和（RTK搭載型ＵＡＶ、
GNSS搭載型標定点の活用）
・ＵＡＶ写真計測時、GNSS搭載型標定点の
活用による削減
・カメラのレンズ性能を評価し、縦断・横断の
ラップ率緩和

舗装
工

適用
拡大

・舗装工に対して、ＵＡＶ写真測量技術を利用
可能

地上設置型レーザー
スキャナー

トン
ネル

適用
拡大

・トンネル工へのレーザースキャナー適用に
ついて、計測目的物に応じた計測密度等

土工 改善
・重機搭載レーザー計測システムの適用を
可能とする土工の出来形管理要領

舗装
修繕

適用
拡大

・舗装工（修繕工）において、TLSやノンプリ
TSの他、ＭＭＳの利用可能性も考慮

地上移動体搭載ステ
レオ写真測量

土工 改善
・スマートフォンによる動画データ等から点群
を生成し、土工の出来高管理を行う技術へ
の対応

TS等光波測量
構造
物（ト
ンネ
ル）

適用
拡大

・ＴＳ等を用いて計測した三次元座標を、すべ
ての構造物の計測に適用を拡大

土工
（切
土）

・ICT建設機械の作業装置（刃先）の「施工履
歴データ」を、出来形管理データとして活用

土工
（盛
土）

・整形目的で稼働した、振動ローラの稼働軌
跡データ（施工履歴データ）を、路体･路床の
最終出来形データとして活用

建設機械の施工装置
位置履歴（３次元計
測）

土工
適用
拡大

・任意の点を作業装置（刃先）の三次元座標
を用いて計測、出来形管理等への適用拡大

品
質
管
理

画像解析
骨材
粒度

新技
術

・画像粒度モニタリングで品質管理
・品質変動を検知した場合粒度試験により、
粒度を確認
・品質変動に応じた品質管理

無人航空機を活用し
た空中写真測量等
地上設置型レーザー
スキャナー等

土工
（玉
石・転
石）

適用
拡大

・土工掘削（面管理）の出来形管理基準に、
転石や玉石混じりの規格値を新設。

建設機械の施工装置
位置履歴（出来高・出
来形計測）

土工
（水
中）

改善
・水中部での掘削工の出来形管理基準にお
いて、設計下限値無しの選択

面
管
理
規
格
値

起
工
測
量

、
出
来
形
・
出
来
高
計
測

無人航空機を活用し
た空中写真測量

地上移動体搭載型
レーザースキャナー

建設機械の施工装置
位置履歴（出来高・出
来形計測）

改善
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